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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、第101期第２四半期連結累計(会計)期間及び 

  第102期第２四半期連結会計期間においては、潜在株式が存在しないため、また第101期及び第102期第２  

  四半期連結累計期間は１株当たり四半期（当期）純損失計上であり、また、潜在株式が存在しないため記 

  載しておりません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第101期

第２四半期 
連結累計期間

第102期
第２四半期 
連結累計期間

第101期 
第２四半期 
連結会計期間

第102期  
第２四半期 
連結会計期間

第101期

会計期間

自 平成22年
  2月 1日 
至 平成22年
  7月31日

自 平成23年
  2月 1日 
至 平成23年
  7月31日

自 平成22年
  5月 1日 
至 平成22年
  7月31日

自 平成23年 
  5月 1日 
至 平成23年 
  7月31日

自 平成22年
  2月 1日 
至 平成23年
  1月31日

売上高 (百万円) 39,863 33,780 21,345 21,297 81,404 

経常利益 (百万円) 2,476 103 1,898 2,715 4,835 

四半期純利益又は 
四半期(当期)純損失(△) 

(百万円) 1,022 △ 2,730 981 1,219 △ 873

純資産額 (百万円) ─ ─ 50,574 45,119 49,042 

総資産額 (百万円) ─ ─ 309,404 303,896 302,864 

１株当たり純資産額 (円) ─ ─ 265.35 236.84 257.41 

１株当たり四半期純利益又は
四半期(当期)純損失(△) 

(円) 5.37 △ 14.33 5.15 6.40 △ 4.58

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益 

(円) ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ─ ─ 16.3 14.8 16.2 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 3,848 △ 934 ─ ─ 14,818 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △8,751 △ 5,413 ─ ─ △ 10,112

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 2,862 5,341 ─ ─ △ 4,519

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) ─ ─ 11,130 12,350 13,356 

従業員数 (名) ─ ─ 1,908 1,861 1,869 
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当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。  

  なお、第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第

17号 平成21年3月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第20号 平成20年3月21日)を適用し、セグメント区分を変更しております。 

 また、当第２四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しております。 

 変更の内容については、「第５ 経理の状況 １．四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報

等）」に記載のとおりであります。 

  

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1) 連結会社の状況 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。  

２ 従業員数欄の( )は、臨時従業員の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員で外書であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。  

２ 従業員数欄の( )は、臨時従業員の当第２四半期会計期間の平均雇用人員で外書であります。  

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

    平成23年 7月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名) 

東京ドームシティ 1,022 
(750) 

流通 206 
(125) 

不動産 4 
(－)

熱海 260 
(65) 

札幌 122 
(119) 

競輪 33 
(1) 

その他 29 
(－)

全社(共通) 185 
(22) 

合計 1,861 
(1,082) 

   平成23年 7月31日現在

従業員数(名) 
812 
(539) 
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第２ 【事業の状況】 

(1) 生産実績 

該当事項ありません。 

(2) 受注実績 

該当事項ありません。 

(3) 販売実績 

当第２四半期連結会計期間における販売の状況をセグメントごとに示すと次の通りであります。 
  

 
(注)1.セグメント間取引については、相殺消去しております。 

2.上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

  

当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて、重要な変更はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

文中における将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したもので

あります。 

  
(1) 経営成績の分析 

当第２四半期連結会計期間において、東日本大震災に伴う電力供給力不足に起因する消費の冷え込み

や、東京ドームシティアトラクションズにおける事故による営業休止があったものの、東日本大震災によ

り延期されていたプロ野球やイベントの開催やそれに伴う物販販売も復調傾向にあり、売上高は212億9千

7百万円(前年同四半期比0.2%減)となりました。 

  以上の結果、営業利益は32億8千7百万円(前年同四半期比11.2％増)、経常利益は27億1千5百万円(前年

同四半期比43.1％増)、四半期純利益は12億1千9百万円(前年同四半期比24.2％増）となりました。 

  
セグメント(セグメント間の内部売上高又は振替高を含む)の業績は、以下のとおりであります。  

  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 金額(百万円) 前年同四半期比(％)

東京ドームシティ 15,329 ─

流通 1,963 ─

不動産 401 ─

熱海 829 ─

札幌 733 ─

競輪 1,033 ─

その他 1,006 ─

合計 21,297 ─

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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<東京ドームシティ>  

(東京ドーム) 

東京ドームは、東日本大震災の影響により延期されたプロ野球の振替開催等があったものの、電力供

給不足の問題によりデーゲームでの開催が増え付帯収入等、１試合あたりの売上は伸び悩む傾向にあ

り、減収となりました。 

(東京ドームシティアトラクションズ)  

東京ドームシティアトラクションズは、今年１月の「スピニングコースター舞姫」の事故による営業

休止が影響し、大幅な減収となりました。 

(東京ドームホテル)  

東京ドームホテルは、東日本大震災に起因する消費の冷え込みや福島第１原発事故の影響によるイン

バウンドの減等、宿泊客数の減少及び宴会需要の減少により、減収となりました。 

(ラクーア)  

ラクーアは、東京ドームシティアトラクションズの営業休止により来場者が減少し大幅な減収となり

ました。 

(ミーツポート)  

ミーツポートは、東日本大震災に伴う電力供給力不足等に起因する消費の冷え込みが影響し減収とな

りました。  
  

 以上の結果、東京ドームシティ事業全体での売上高は155億3千7百万円、営業利益（セグメント利

益）は37億9千万円となりました。 
  

<流通事業> 

ショップインは、東日本大震災の影響による関東圏店舗の休業・営業時間短縮等の影響を受け減収と

なりました。  

以上の結果、売上高は19億6千3百万円、営業利益（セグメント利益）は4千5百万円となりました。 
  

<不動産>  

松戸公産㈱が、賃貸オフィスビル「代々木イースト」を取得したことにより増収となりました。 

  以上の結果、売上高は4億2百万円、営業利益（セグメント利益）は2億2百万円となりました。  

<熱海>  

熱海後楽園ホテルは、東日本大震災に起因する消費の冷え込みが影響し、宿泊客数・稼働率共に大幅

減となり、減収となりました。  

 以上の結果、売上高は8億2千9百万円、営業損失（セグメント損失）は△1億4百万円となりました。 

<札幌>  

東京ドームホテル札幌は、東日本大震災に起因する消費の冷え込みが影響し、宿泊客数・稼働率共に

減少となり、減収となりました。  

 以上の結果、売上高は7億3千6百万円、営業利益（セグメント利益）は1千5百万円となりました。  

<競輪> 

松戸競輪場は、記念競輪等があり増収となりました。  

以上の結果、売上高は10億3千6百万円、営業利益（セグメント利益）は4億6千5百万円となりまし

た。  

<その他> 

その他全体での売上高は10億1千8百万円、営業利益（セグメント利益）は2千万円となりました。  
  

(2) 財政状態の分析 

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、松戸公産㈱が賃貸オフィスビル「代々木イースト」を

取得したことによる固定資産の増加があったため、3,038億9千6百万円となり、前連結会計年度末に比べ

10億3千2百万円の増加となっております。  

 なお負債は、東日本大震災による休業や売上減によるキャッシュインの減少に対応するための短期借入

金が増加しているため、2,587億7千7百万円となり、前連結会計年度末に比べ49億5千5百万円の増加とな

っております。  

 また純資産は、四半期純損失の計上により451億1千9百万円となり、前連結会計年度末に比べ39億2千3

百万円の減少となっております。 
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析 

当第２四半期連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物は、以下の要因により、第１四

半期連結会計期間末に比べ8億1千9百万円（6.2%）減少し、123億5千万円となりました。 
 

営業活動によるキャッシュ・フローは、「スピニングコースター舞姫」の事故による東京ドームシティ

アトラクションズの営業休止や東日本大震災による消費の冷え込みなどの影響により、4億9千5百万円と

なり、前年同四半期比7億8千7百万円（61.4%）の減少となりました。  

 投資活動によるキャッシュ・フローは、東京ドームシティアトラクションズの「パラシュートランド」

リニューアルに伴う有形及び無形固定資産の取得による支出等により、△13億6千2百万円となり、前年同

四半期比7億4百万円の減少となりました。  

 財務活動によるキャッシュ・フローは、一時的な資金需要の増大に伴う短期借入金の増加等により、4

千6百万円となり、前年同四半期比9億4千1百万円の増加となりました。 

  
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及

び新たに生じた課題はありません。 

  

項目

前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間

比較増減
(百万円)

自 平成22年 5月 1日
至 平成22年 7月31日 

(百万円)

自 平成23年 5月 1日 
至 平成23年 7月31日 

(百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,283 495 △ 787

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 658 △ 1,362 △ 704

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 894 46 941 

現金及び現金同等物の増減額 △ 269 △ 819 △ 550

現金及び現金同等物の期首残高 11,399 13,170 1,770 

現金及び現金同等物の四半期末残高 11,130 12,350 1,220 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

該当事項はありません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

   該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

   該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

   該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 
  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 396,000,000 

計 396,000,000 

種類
第２四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成23年 7月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成23年 9月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 191,714,840 191,714,840 
東京証券取引所
第一部 

単元株式数は1,000株であります

計 191,714,840 191,714,840 ― ―

年月日

発行済株式 発行済株式 資本金増減額 資本金残高 資本準備金 資本準備金

総数増減数 総数残高 増減額 残高

(株) (株) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

平成23年 7月31日  ─ 191,714,840 ─ 2,038 ─ ─
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(6) 【大株主の状況】 

 
(注)上記、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社、日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有する株式

は、すべて信託業務に係わる株式数であります。 

  

  平成23年7月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託銀行株
式会社（信託口） 

東京都中央区晴海1丁目8番11号 18,973 9.89 

日本マスタートラスト信託銀行株式会
社（信託口） 

東京都港区浜松町2丁目11番3号 9,204 4.80 

富国生命保険相互会社 東京都千代田区内幸町2丁目2番2号 8,553 4.46 

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内1丁目3番3号 6,753 3.52 

株式会社竹中工務店 大阪府中央区本町4丁目1番13号 6,686 3.48 

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞が関3丁目7番3号 4,377 2.28 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町1丁目1番5号 3,610 1.88 

日本生命保険相互会社 大阪府大阪市中央区今橋3丁目5番12号 3,261 1.70 

中央三井信託銀行株式会社 東京都港区芝3丁目33番1号 3,156 1.64 

朝日生命保険相互会社 東京都千代田区大手町2丁目6番1号 3,111 1.62 

計 ― 67,686 35.30 
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

 
(注) ※１ ㈱東京ドーム所有338株、東京ケーブルネットワーク㈱所有300株、花月園観光㈱所有800株が含まれて 

   おります。  
  

② 【自己株式等】 

   

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注)株価は東京証券取引所の市場第一部におけるものであります。  

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。 

  平成23年 7月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)   
 普通株式  

886,000 
― ― 

(相互保有株式)  
 普通株式 

479,000 

完全議決権株式(その他)  
 普通株式

189,084 ― 
189,084,000 

単元未満株式          ※１ 
 普通株式

― ― 
1,265,840 

発行済株式総数 191,714,840 ― ―

総株主の議決権 ― 189,084 ―

 平成23年 7月31日現在

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式)      
 ㈱東京ドーム

東京都文京区後楽
886,000   ― 886,000 0.46 1丁目3番61号

(相互保有株式)        
 松戸公産㈱

千葉県松戸市上本郷594番 271,000   ― 271,000 0.14 

(相互保有株式)      
 東京ケーブル 
 ネットワーク㈱

東京都文京区後楽
160,000   ― 160,000 0.08 1丁目3番61号

(相互保有株式)      
 ㈱ＴＣＰ

東京都文京区後楽
40,000   ― 40,000 0.02 1丁目3番61号

(相互保有株式)      
 花月園観光㈱

神奈川県横浜市中区
8,000   ― 8,000 0.00 桜木町3丁目7番2号

計 ― 1,365,000   ― 1,365,000 0.71 

２ 【株価の推移】

月別 平成23年2月 3月 4月 5月 6月 7月

最高(円) 210 208 185 175 166 169 

最低(円) 199 127 154 152 151 154 

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前第２四半期連結会計期間(平成22年5月1日から平成22年7月31日まで)及び前第２四半期連結累

計期間(平成22年2月1日から平成22年7月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第

２四半期連結会計期間(平成23年5月1日から平成23年7月31日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成23

年2月1日から平成23年7月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成22年5月1

日から平成22年7月31日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成22年2月1日から平成22年7月31日まで)

に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成23年5月1日から平成23年7月31日まで)

及び当第２四半期連結累計期間(平成23年2月1日から平成23年7月31日まで)に係る四半期連結財務諸表に

ついて、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。 

  

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２  監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年７月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成23年１月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 11,714 13,420

受取手形及び売掛金 ※3  3,407 2,942

有価証券 790 90

たな卸資産 ※1  1,394 ※1  1,295

繰延税金資産 2,446 2,335

その他 4,183 1,861

貸倒引当金 △6 △8

流動資産合計 23,931 21,937

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 212,469 211,575

減価償却累計額 △115,167 △112,636

建物及び構築物（純額） 97,301 98,939

機械装置及び運搬具 13,784 13,835

減価償却累計額 △10,794 △10,542

機械装置及び運搬具（純額） 2,990 3,293

土地 143,246 140,454

建設仮勘定 1,180 140

その他 18,215 18,147

減価償却累計額 △13,457 △12,985

その他（純額） 4,758 5,161

有形固定資産合計 249,477 247,989

無形固定資産   

借地権 425 425

ソフトウエア 164 160

その他 232 181

無形固定資産合計 822 768

投資その他の資産   

投資有価証券 17,188 18,545

長期貸付金 1,171 1,121

繰延税金資産 6,680 7,590

その他 3,510 3,786

貸倒引当金 △156 △155

投資その他の資産合計 28,395 30,888

固定資産合計 278,695 279,646

繰延資産   

社債発行費 1,269 1,280

繰延資産合計 1,269 1,280

資産合計 303,896 302,864
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(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年７月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成23年１月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,208 680

1年内償還予定の社債 23,632 22,030

短期借入金 37,333 34,763

未払法人税等 278 96

賞与引当金 391 395

ポイント引当金 77 95

商品券等引換引当金 10 12

災害損失引当金 344 －

その他 22,658 18,169

流動負債合計 85,935 76,242

固定負債   

社債 61,417 62,697

長期借入金 66,047 69,470

受入保証金 5,097 5,041

繰延税金負債 23 67

再評価に係る繰延税金負債 35,177 35,177

退職給付引当金 3,027 3,028

執行役員退職慰労引当金 80 95

その他 1,971 2,001

固定負債合計 172,842 177,579

負債合計 258,777 253,821

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,038 2,038

資本剰余金 856 856

利益剰余金 △2,713 17

自己株式 △525 △521

株主資本合計 △344 2,390

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △785 311

土地再評価差額金 46,506 46,506

為替換算調整勘定 △257 △166

評価・換算差額等合計 45,463 46,651

純資産合計 45,119 49,042

負債純資産合計 303,896 302,864
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成22年７月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年２月１日 
 至 平成23年７月31日) 

売上高   

レジャー事業収入 33,484 －

流通事業収入 4,075 －

その他の事業収入 2,303 －

売上高合計 39,863 33,780

売上原価   

レジャー事業原価 24,227 －

流通事業原価 3,945 －

その他の事業原価 4,236 －

売上原価合計 32,410 29,388

売上総利益 7,452 4,391

一般管理費 ※1  3,200 ※1  3,044

営業利益 4,252 1,346

営業外収益   

受取利息 32 38

受取配当金 320 275

為替差益 － 62

持分法による投資利益 － 184

その他 89 62

営業外収益合計 442 623

営業外費用   

支払利息 1,574 1,342

為替差損 27 －

持分法による投資損失 246 －

その他 371 524

営業外費用合計 2,218 1,866

経常利益 2,476 103

特別利益   

固定資産売却益 0 17

貸倒引当金戻入額 3 －

償却債権取立益 1 －

受取保険金 － ※2  82

その他 0 14

特別利益合計 5 114
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(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成22年７月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年２月１日 
 至 平成23年７月31日) 

特別損失   

固定資産売却損 1 0

固定資産除却損 51 183

解体撤去費 59 191

登録免許税等 101 －

事故に起因する営業補償等 － ※3  440

災害による損失 － ※4  691

その他 40 151

特別損失合計 254 1,657

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

2,227 △1,439

法人税、住民税及び事業税 55 215

法人税等調整額 1,149 1,075

法人税等合計 1,204 1,291

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △2,730

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,022 △2,730
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【第２四半期連結会計期間】 

(単位：百万円)

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年５月１日 
 至 平成22年７月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成23年５月１日 
 至 平成23年７月31日) 

売上高   

レジャー事業収入 17,925 －

流通事業収入 2,114 －

その他の事業収入 1,305 －

売上高合計 21,345 21,297

売上原価   

レジャー事業原価 12,457 －

流通事業原価 2,026 －

その他の事業原価 2,252 －

売上原価合計 16,736 16,464

売上総利益 4,608 4,832

一般管理費 ※1  1,652 ※1  1,545

営業利益 2,956 3,287

営業外収益   

受取利息 15 19

受取配当金 264 225

持分法による投資利益 － 53

その他 47 33

営業外収益合計 328 331

営業外費用   

支払利息 792 675

為替差損 134 57

持分法による投資損失 296 －

その他 162 170

営業外費用合計 1,386 903

経常利益 1,898 2,715

特別利益   

固定資産売却益 0 17

償却債権取立益 1 －

受取保険金 － ※2  82

その他 0 9

特別利益合計 1 109
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(単位：百万円)

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年５月１日 
 至 平成22年７月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成23年５月１日 
 至 平成23年７月31日) 

特別損失   

固定資産売却損 1 0

固定資産除却損 22 7

解体撤去費 41 14

貸倒引当金繰入額 35 －

登録免許税等 29 －

災害による損失 － ※3  558

その他 － 22

特別損失合計 128 604

税金等調整前四半期純利益 1,771 2,220

法人税、住民税及び事業税 △117 181

法人税等調整額 907 819

法人税等合計 789 1,001

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,219

四半期純利益 981 1,219
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成22年７月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年２月１日 
 至 平成23年７月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

2,227 △1,439

減価償却費 4,174 3,830

貸倒引当金の増減額（△は減少） 31 △1

賞与引当金の増減額（△は減少） △5 △3

ポイント引当金の増減額（△は減少） 7 △18

商品券等引換引当金の増減額（△は減少） △2 △1

災害損失引当金の増減額 （△は減少） － 344

退職給付引当金の増減額（△は減少） △60 △0

執行役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 12 △14

受取利息及び受取配当金 △352 △313

支払利息 1,574 1,342

持分法による投資損益（△は益） 246 △184

固定資産売却損益（△は益） 0 △17

固定資産除却損 51 183

売上債権の増減額（△は増加） △494 △450

たな卸資産の増減額（△は増加） △57 △99

仕入債務の増減額（△は減少） 574 528

年間シート予約仮受金等の増減額(△は減少) △4,880 △4,518

その他 2,024 907

小計 5,070 70

利息及び配当金の受取額 382 330

利息の支払額 △1,546 △1,349

法人税等の支払額 △58 △52

法人税等の還付額 － 66

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,848 △934

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △30 △30

定期預金の払戻による収入 240 30

投資有価証券の取得による支出 △495 △1

投資有価証券の償還による収入 320 －

有形及び無形固定資産の取得による支出 △8,706 △5,420

有形及び無形固定資産の売却による収入 2 85

その他 △81 △76

投資活動によるキャッシュ・フロー △8,751 △5,413
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(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成22年７月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年２月１日 
 至 平成23年７月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の増減額（△は減少） － 5,217

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） 500 6,600

長期借入れによる収入 12,000 12,500

長期借入金の返済による支出 △21,270 △18,570

社債の発行による収入 22,565 10,279

社債の償還による支出 △9,625 △10,177

配当金の支払額 △953 －

その他 △354 △508

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,862 5,341

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,040 △1,006

現金及び現金同等物の期首残高 13,170 13,356

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  11,130 ※1  12,350

― 19 ―



【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 
  

   

【表示方法の変更】 
  

 
  

 
  

【簡便な会計処理】 
  

 
当第２四半期連結累計期間 

(自  平成23年 2月１日  至  平成23年 7月31日)

１．会計処理基準に関する事項
の変更 

(1)「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関す

る当面の取扱い」の適用 

第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会  
計基準第16号 平成20年3月10日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計処
理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号 平成20年3月10日）を適用
しております。  
  なお、この変更による影響はありません。 

 (2) 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業
会計基準第18号 平成20年3月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の
適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年3月31日）を適用してお
ります。 
これにより、営業利益及び経常利益が5百万円減少し、税金等調整前四半

期純損失が151百万円増加しております。また、当会計基準等の適用開始に
よる資産除去債務の変動額は227百万円であります。 

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年 2月１日 至 平成23年 7月31日)

(四半期連結損益計算書関係)  

１．前第２四半期連結累計期間では売上高は「レジャー事業収入」「流通事業収入」「その他の事業収入」、ま
た、売上原価は「レジャー事業原価」「流通事業原価」「その他の事業原価」に区分して表示しておりまし
たが、第１四半期連結累計期間より、「売上高」「売上原価」として一括掲記しております。この変更は、
「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号平成21年３月27日）及び「セグメント
情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号平成20年３月21日）の適用に伴
い、報告セグメントの内容についてはセグメント情報にて開示されることになったためであります。 

２．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用
語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成21年3月24日 内閣府令第5号)の適用
に伴い、第１四半期連結累計期間より、「少数株主損益調整前四半期純損失」を表示しております。 

３．前第２四半期連結累計期間において区分掲記しておりました「貸倒引当金戻入額」（当第２四半期連結累計期
間4百万円）は、特別利益の総額の20/100以下となったため、当第２四半期連結累計期間においては特別利益
の「その他」に含めて表示しております。 

当第２四半期連結会計期間
(自 平成23年 2月１日 至 平成23年 7月31日)

(四半期連結損益計算書関係)  

１．前第２四半期連結会計期間では売上高は「レジャー事業収入」「流通事業収入」「その他の事業収入」、ま
た、売上原価は「レジャー事業原価」「流通事業原価」「その他の事業原価」に区分して表示しておりまし
たが、第１四半期連結累計期間より、「売上高」「売上原価」として一括掲記しております。この変更は、
「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号平成21年３月27日）及び「セグメント
情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号平成20年３月21日）の適用に伴
い、報告セグメントの内容についてはセグメント情報にて開示されることになったためであります。 

２．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用
語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成21年3月24日 内閣府令第5号)の適用
に伴い、第１四半期連結累計期間より、「少数株主損益調整前四半期純損失」を表示しております。 

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年 2月１日 至 平成23年 7月31日)

(1)棚卸資産の評価方法 

 当第２四半期連結累計期間末の棚卸高の算出に関しては、一部の連結子会社は実地棚卸を省略し、前連結会計
年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。  
 また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、一部の連結子会社は収益性の低下が明らかなものについてのみ正味
売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。 

(2)法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等に著しい変化がなく、か
つ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合には、前連結会計年度において使用した将来の
業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっており、前連結会計年度以降に経営環境等に著しい変
化があるか、又は、一時差異等の発生状況に著しい変化が認められた場合には、将来の業績予測やタックス・プ
ランニングに当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方法によっております。 
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【追加情報】 

 
  

【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 
  

 
  

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年 2月１日 至 平成23年 7月31日)

退職給付引当金 

 当社は、平成23年4月1日に退職金規定の改定を行い、税制適格退職年金制度から確定給付企業年金制度へ移行

し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第1号）を適用しております。  

 これにより退職給付債務が793百万円減少し、同額の過去勤務債務が発生しております。  

 なお、過去勤務債務は、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により、

発生年度から費用処理することとしております。  

 本移行に伴い、営業利益及び経常利益はそれぞれ43百万円増加し、税金等調整前四半期純損失が43百万円減少

しております。  

当第２四半期連結会計期間末 
(平成23年 7月31日)

前連結会計年度末 
(平成23年 1月31日)

※１ たな卸資産の内訳は次のとおりであります。 

商品及び製品         1,152百万円 

仕掛品             110百万円 

原材料及び貯蔵品           132百万円  

 ２ 偶発債務 

金融機関等よりの借入金等に対し、下記のとお

り債務保証をしております。 

 

 

東京ケーブルネットワーク㈱  347百万円

その他2件 100百万円

合計 448百万円

 

※１ たな卸資産の内訳は次のとおりであります。   

商品及び製品        1,116百万円 

仕掛品             41百万円 

原材料及び貯蔵品        136百万円 

 ２ 偶発債務 

(イ)金融機関等よりの借入金等に対し、下記のとおり

債務保証をしております。 

 
(ロ)平成23年1月30日、当社が運営する遊園地「東  

京ドームシティアトラクションズ」において事  

故が発生しました。この事故に起因する補償及  

び安全対策費等の負担が見込まれますが、現時  

点では金額を合理的に見積もることは困難であ  

ります。 

 

東京ケーブルネットワーク㈱  404百万円

その他2件 125百万円

合計 530百万円

※３ 期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもっ

て決済処理しています。 

 なお、当第２四半期連結会計期間末日が金融

機関の休日であったため、次の期末日満期手形

が、四半期末残高に含まれています。 

受取手形             25百万円 
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(四半期連結損益計算書関係) 

第２四半期連結累計期間 
  

 
  

第２四半期連結会計期間 

  

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

 
  

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年 2月 1日 至 平成22年 7月31日)

当第２四半期連結累計期間  
(自 平成23年 2月 1日 至 平成23年 7月31日)

※１ 一般管理費の主要な費目は次のとおりでありま

す。 

役員報酬・給料・賃金 2,011百万円

賞与引当金繰入額 106百万円

執行役員退職慰労引当金繰入額 6百万円

退職給付費用 228百万円

※１ 一般管理費の主要な費目は次のとおりでありま

す。 

役員報酬・給料・賃金 1,859百万円

賞与引当金繰入額 111百万円

執行役員退職慰労引当金繰入額 7百万円

退職給付費用 194百万円

 ※２ 平成23年1月30日に当社が運営する遊園地「東京

ドームシティアトラクションズ」において発生した

事故に起因する補償及び東日本大震災による被害に

対応するものであります。 

※３ 平成23年1月30日に当社が運営する遊園地「東京

ドームシティアトラクションズ」において発生した

事故に起因するものであります。 

※４ 東日本大震災に関連する損失であり、その内訳

は、原状回復費用559百万円、営業休止期間中の固

定費95百万円、テナントに対する営業補償費用37百

万円であります。 

 なお、原状回復費用には、災害損失引当金繰入額

344百万円が含まれております。 

 また、当該損失の一部について保険を付しており

ますが、現時点で金額が確定していない受取保険金

については、計上しておりません。 

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年 5月 1日 至 平成22年 7月31日)

当第２四半期連結会計期間  
(自 平成23年 5月 1日 至 平成23年 7月31日)

※１ 一般管理費の主要な費目は次のとおりでありま

す。 

 

役員報酬・給料・賃金 1,089百万円

賞与引当金繰入額 1百万円

執行役員退職慰労引当金繰入額 3百万円

退職給付費用 113百万円

※１ 一般管理費の主要な費目は次のとおりでありま

す。 

 ※２ 平成23年1月30日に当社が運営する遊園地「東京

ドームシティアトラクションズ」において発生した

事故に起因する補償及び東日本大震災による被害に

対応するものであります。 
※３ 東日本大震災に関連する損失であり、その内訳

は、原状回復費用542百万円、営業休止期間中の固
定費14百万円、テナントに対する営業補償費用1百
万円であります。 
 なお、原状回復費用には災害損失引当金繰入額
344百万円が含まれております。 
  また、当該損失の一部について保険を付しており
ますが、現時点で金額が確定していない受取保険金
については、計上しておりません。 

役員報酬・給料・賃金 960百万円

賞与引当金繰入額 24百万円

執行役員退職慰労引当金繰入額 3百万円

退職給付費用 87百万円

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年 2月 1日 至 平成22年 7月31日)

当第２四半期連結累計期間  
(自 平成23年 2月 1日 至 平成23年 7月31日)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 

現金及び預金 11,194百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △63百万円

現金及び現金同等物 11,130百万円

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 11,714百万円

有価証券 700百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △ 63百万円

現金及び現金同等物 12,350百万円
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(株主資本等関係) 

当第２四半期連結会計期間末(平成23年 7月31日)及び当第２四半期連結累計期間(自 平成23年 2月 1日

至 平成23年 7月31日) 
  

１ 発行済株式に関する事項 

 
２ 自己株式に関する事項 

 
３ 配当に関する事項 
 (1) 配当金支払額 

  

該当事項ありません。 
  

 (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の
効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 
  

 
株式の種類

当第２四半期

 連結会計期間末

 普通株式 (株) 191,714,840 

  

 
株式の種類

当第２四半期

 連結会計期間末

 普通株式 (株) 1,213,990 
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(セグメント情報等) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第２四半期連結会計期間(自  平成22年5月1日  至  平成22年7月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は営業種目の類似性により区分しております。 

    ２ 各事業の主な営業種目    

      ○レジャー事業   東京ドーム、遊園地、スパ・フィットネス、飲食店・売店、ホテル、競輪場 等  

      ○流通事業     化粧品・雑貨小売店   

      ○その他の事業   不動産の賃貸・分譲、ビル管理、立体駐車場等の設計・施工・運営管理、リース、 

                有価証券の保有・管理 等 

  

前第２四半期連結累計期間(自 平成22年2月1日 至 平成22年7月31日) 
  

  

 
(注) １ 事業区分は営業種目の類似性により区分しております。 

    ２ 各事業の主な営業種目    

      ○レジャー事業   東京ドーム、遊園地、スパ・フィットネス、飲食店・売店、ホテル、競輪場 等  

      ○流通事業     化粧品・雑貨小売店   

      ○その他の事業   不動産の賃貸・分譲、ビル管理、立体駐車場等の設計・施工・運営管理、リース、 

                有価証券の保有・管理 等 

  

【所在地別セグメント情報】 

前第２四半期連結会計期間(自 平成22年5月1日 至 平成22年7月31日) 
本邦以外の国又は地域に連結子会社及び重要な支店が存在しないため記載を省略しております。 

  

前第２四半期連結累計期間(自 平成22年2月1日 至 平成22年7月31日) 
本邦以外の国又は地域に連結子会社及び重要な支店が存在しないため記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前第２四半期連結会計期間(自 平成22年5月1日 至 平成22年7月31日) 

海外売上高がないため、記載を省略しております。 
  

前第２四半期連結累計期間(自 平成22年2月1日 至 平成22年7月31日) 
海外売上高がないため、記載を省略しております。 

  

 
レジャー事業 
(百万円)

流通事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高    

  (1) 外部顧客に 
      対する売上高 17,925 2,114 1,305 21,345 ― 21,345 

  (2) セグメント間の内部 
      売上高又は振替高 78 ― 1,240 1,318 (1,318) ―

計 18,003 2,114 2,545 22,664 (1,318) 21,345 

営業利益 3,939 82 116 4,138 (1,182) 2,956 

 
レジャー事業 
(百万円)

流通事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高    

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 33,484 4,075 2,303 39,863 ― 39,863 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 164 ─ 2,638 2,803 (2,803) ―

計 33,649 4,075 4,941 42,666 (2,803) 39,863 

営業利益 6,105 118 352 6,576 (2,342) 4,252 
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【セグメント情報】 
  

１  報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの報告単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の分配の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となってい

るものであります。  

 当社グループは、主に娯楽やサービスを提供しており、東京・水道橋地区に「東京ドーム」、「東京ド

ームホテル」、「東京ドームシティアトラクションズ」、「ラクーア」、「ミーツポート」等のサービス

提供施設等を保有・運営しており、それぞれの施設や施設運営に係わる子会社が収益面において、相互に

密接な関わり合いを持っております。これらを全て含めて「東京ドームシティ」事業として包括的な戦略

を立案し、事業活動を展開しております。  

 「東京ドームシティ」以外の報告セグメントに関しては、事業や経済的特徴等の類似性を考慮した上

で、「流通」「不動産」「熱海」「札幌」「競輪」を報告セグメントとして設定しております。  

 「流通」事業は、日本全国に化粧品を中心に各種雑貨を取り扱う小売店舗を出店しており、商品の仕入

から販売までを事業活動として展開しております。  

  「不動産」事業は、東京・水道橋地区以外に保有する賃貸等不動産の管理を事業活動として展開してお

ります。  

 「熱海」事業は、静岡県熱海市に保有する「熱海後楽園ホテル」等の運営を事業活動として展開してお

ります。  

 「札幌」事業は、北海道札幌市に所在する「東京ドームホテル札幌」の運営を事業活動として展開して

おります。  

 「競輪」事業は、千葉県松戸市に保有する「松戸競輪場」の賃貸・運営、場外発売を事業活動として展

開しております。 
  

各報告セグメントを営む会社は以下の通りです。 

   

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第２四半期連結累計期間(自  平成23年2月1日  至  平成23年7月31日) 

 
(注)1.「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、㈱東京ドームスポーツによる横浜

「スパ イアス」の運営受託事業等を含んでおります。 

2.セグメント利益又は損失(△)の調整額△2,216百万円には、セグメント間取引消去31百万円、各報告セグメント

に分配していない全社費用△2,247百万円が含まれております。全社費用は、主に当社の管理部門に係る費用の

うち、総務・人事・施設部門等の全社的一般経費であります。 

3.セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

東京ドームシティ ㈱東京ドーム、㈱東京ドームホテル、㈱東京ドームファシリティーズ、㈱東
京ドームスポーツ、後楽園事業㈱ 

流通 ㈱東京ドーム 

不動産 ㈱東京ドーム、松戸公産㈱、後楽園不動産㈱

熱海 ㈱東京ドーム、㈱東京ドーム・リゾートオペレーションズ 

札幌 ㈱東京ドーム、㈱札幌後楽園ホテル

競輪 松戸公産㈱ 

      (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他 
(注)1

合計
調整額
(注)2

四半期
連結損益
計算書 
計上額 
(注)3

東京 
ドーム 
シティ

流通 不動産 熱海 札幌 競輪 計

売上高       

外部顧客への 
売上高 23,261 3,718 764 1,422 1,255 1,408 31,830 1,949 33,780 ― 33,780

セグメント間の 
内部売上高 
又は振替高 

416 ― 2 0 6 3 429 21 451 △ 451 ―

計 23,678 3,718 766 1,423 1,262 1,412 32,260 1,971 34,231 △ 451 33,780

セグメント利益 
又は損失（△） 3,194  19 296 △ 373 △ 100 498 3,535 27 3,563 △2,216 1,346
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当第２四半期連結会計期間(自  平成23年5月1日  至  平成23年7月31日) 

 
(注)1.「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、㈱東京ドームスポーツによる横浜

「スパ イアス」の運営受託事業等を含んでおります。 

2.セグメント利益又は損失の調整額△1,147百万円には、セグメント間取引消去△2百万円、各報告セグメントに

分配していない全社費用△1,145百万円が含まれております。全社費用は、主に当社の管理部門に係る費用のう

ち、総務・人事・施設部門等の全社的一般経費であります。 

3.セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

３  報告セグメントの変更等に関する事項 

当第２四半期連結会計期間において、従来「その他」の区分に含めておりました「競輪」事業のセグメ

ント利益が、セグメント利益の生じている事業セグメントのセグメント利益の合計額の10％以上となった

ことから、報告セグメントとして記載しております。 

  

(追加情報) 

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平成21

年3月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号

 平成20年3月21日)を適用しております。 

  

      (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他 
(注)1

合計
調整額
(注)2

四半期
連結損益
計算書 
計上額 
(注)3

東京 
ドーム 
シティ

流通 不動産 熱海 札幌 競輪 計

売上高       

外部顧客への 
売上高 15,329 1,963 401 829 733 1,033 20,290 1,006 21,297 ― 21,297

セグメント間の 
内部売上高 
又は振替高 

208 ― 1 0 3 2 216 11 227 △ 227 ―

計 15,537 1,963 402 829 736 1,036 20,506 1,018 21,525 △ 227 21,297

セグメント利益 
又は損失（△） 3,790  45 202 △ 104  15 465 4,414 20 4,435 △1,147 3,287
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(金融商品関係) 

金融商品の当第２四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度末と比較して著し

い変動が認められないため、記載しておりません。 

  

(有価証券関係) 

有価証券の当第２四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は前連結会計年度末に比べて著しい変

動が認められないため、記載しておりません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

当第２四半期連結会計期間末におけるデリバティブ取引の契約額等は前連結会計年度末に比べて著

しい変動が認められないため、記載しておりません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 

  

(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 

  

(資産除去債務関係) 

資産除去債務の当第２四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度末(注)と比較

して著しい変動が認められないため、記載しておりません。 

  

(注) 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年3月31
日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年3月31
日）を適用しているため、前連結会計年度の末日における残高に代えて、第１四半期連結会計期間の期首
における残高を採用しております。 

  

(賃貸等不動産関係) 

賃貸等不動産の当第２四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度末と比較して

著しい変動が認められないため、記載しておりません。 
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(１株当たり情報) 

１  １株当たり純資産 
  

   

(注) １株当たり純資産の算定上の基礎 

 
２  １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額等 
  

第２四半期連結累計期間 
  

   

(注) １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎 

   

第２四半期連結会計期間 
  

 
  

(注) １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 

当第２四半期連結会計期間末 
(平成23年 7月31日)

前連結会計年度末 
(平成23年 1月31日)

 

 236.84円 
 

257.41円 

項目
当第２四半期連結会計期間末

(平成23年 7月31日)
前連結会計年度末
(平成23年 1月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 45,119 49,042 

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) ─ ─

普通株式に係る純資産額(百万円) 45,119 49,042 

期末の普通株式の数(千株)         ※1 ─ 190,525 

普通株式の発行済株式数(千株) 191,714 ─

普通株式の自己株式数(千株) 1,213 ─

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
普通株式の数(千株) 190,500 ─

※1 前連結会計年度末の「期末の普通株式の数」は、普通株式の発行済株式数191,714千株から普通株式の自己

株式数1,189千株を控除した株式の数を記載しております。 

 

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年 2月 1日 至 平成22年 7月31日)

当第２四半期連結累計期間  
(自 平成23年 2月 1日 至 平成23年 7月31日)

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益 5.37円
 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、１株当たり四半期純損失計上であり、また、潜在株式
が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失(△) △ 14.33円

項目 (自 平成22年 2月 1日 
至 平成22年 7月31日) 

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年 2月 1日 
至 平成23年 7月31日) 

当第２四半期連結累計期間

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半期
純損失(△)(百万円) 1,022 △ 2,730

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失(△)
(百万円) 1,022 △ 2,730

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 190,600 190,512 

(自 平成22年 5月 1日 至 平成22年 7月31日) 
前第２四半期連結会計期間

(自 平成23年 5月 1日 至 平成23年 7月31日) 
当第２四半期連結会計期間

１株当たり四半期純利益 5.15円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 

１株当たり四半期純利益 6.40円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

項目 (自  平成22年 5月 1日 
至  平成22年 7月31日) 

前第２四半期連結会計期間
(自  平成23年 5月 1日 
至  平成23年 7月31日) 

当第２四半期連結会計期間

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 981 1,219 

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 981 1,219 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 190,597 190,505 
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(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(リース取引関係) 

当第２四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認

められないため、記載しておりません。 
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該当事項はありません。 

  

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成22年 9月10日

株式会社東京ドーム 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社東京ドームの平成22年2月1日から平成23年1月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平

成22年5月1日から平成22年7月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年2月1日から平成22年7月31日

まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東京ドーム及び連結子会社の平成

22年7月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間

の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任 あずさ監査法人 

指定有限責任社員 
公認会計士    上   坂   善   章    印 

業務執行社員 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    九    鬼       聡       印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 





  
平成23年 9月14日

株式会社東京ドーム 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社東京ドームの平成23年2月1日から平成24年1月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平

成23年5月1日から平成23年7月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年2月1日から平成23年7月31日

まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東京ドーム及び連結子会社の平成

23年7月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間

の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任 あずさ監査法人 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    上    坂    善    章    印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    九    鬼       聡       印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 





 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成23年 9月14日 

【会社名】 株式会社 東京ドーム 

【英訳名】 TOKYO DOME CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長     久 代 信 次 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項ありません 

【本店の所在の場所】 東京都文京区後楽１丁目３番61号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  （東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 

 



当社代表取締役社長久代信次は、当社の第102期第２四半期(自 平成23年5月1日 至 平成23年7月31日)

の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】


